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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期
第３四半期
連結累計期間

第61期
第３四半期
連結累計期間

第60期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （百万円） 72,918 81,030 101,755

経常利益 （百万円） 2,010 2,744 3,055

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,375 1,869 2,198

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,248 2,036 2,277

純資産額 （百万円） 24,652 27,140 25,681

総資産額 （百万円） 48,719 56,408 52,370

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 168.15 230.07 269.12

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － 229.96 －

自己資本比率 （％） 50.6 48.1 49.0

 

回次
第60期
第３四半期
連結会計期間

第61期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 61.78 89.41

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第60期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

４　第60期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　なお、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

 

（デバイスビジネスユニット事業及びソリューションビジネスユニット事業）

　当社グループは、平成30年４月１日付で持株会社体制へ移行するため、会社分割を行うための準備会社として、当

社が100％出資する子会社である「萩原電気デバイス分割準備株式会社」及び「萩原電気ソリューション分割準備株

式会社」を平成29年５月１日付で設立いたしました。

　当社グループは、中国ビジネスの効率化を推進するため平成29年12月18日付で「萩原電気貿易（上海）有限公司」

を解散し、全てのスキームを「萩原貿易（上海）有限公司」に一元化いたしました。

 

この結果、平成29年12月31日時点では、当社グループは、当社及び子会社８社により構成されることとなりまし

た。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善を背景に、企業の設備投資や個人消

費が増加傾向となり、緩やかな回復基調が続いております。一方海外経済は、欧米では比較的堅調に推移しておりま

すが、アジアや中東における政情不安などで依然先行きの不透明感は払拭できない状況となっております。

　このような環境のもと、当社グループの主要ユーザーである自動車関連企業では、自動車生産において日本国内で

は前期並み、海外では北米では減産となるものの、インドや中国などのアジア地域では前年同期を上回り、ワールド

ワイドでは総じて堅調に推移しております。

　当社グループにおきましては、総力をあげて売上高の伸長に努めるとともに、継続的なコスト抑制を推進し、収益

の維持に努めてまいりました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は810億30百万円（前年同四半期比11.1％増）となり、営業利益は

27億12百万円（前年同四半期比36.4％増）、経常利益は27億44百万円（前年同四半期比36.5％増）、親会社株主に帰

属する四半期純利益は18億69百万円（前年同四半期比35.9％増）の増収増益となりました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりです。

 

（デバイスビジネスユニット事業）

　デバイスビジネスユニット事業におきましては、自動車関連企業向けを中心とした半導体や電子部品等の販売に加

え、組込ソフトウェア/ハードウェア開発支援、カスタムＬＳＩ等の技術サポートを行っております。

　当第３四半期連結累計期間におきましては、主要ユーザーである自動車関連企業の自動車生産台数が引き続き堅調

に推移したことによる納入部品の増加や、先進運転支援システム搭載車両の生産増加が寄与した結果、デバイスビジ

ネスユニット事業の売上高は、679億27百万円（前年同四半期比10.8％増）、営業利益は31億48百万円（前年同四半

期比26.3％増）となりました。

 

（ソリューションビジネスユニット事業）

　ソリューションビジネスユニット事業におきましては、ＩＴ機器、計測機器及び組込機器の販売からＩＴプラット

フォーム基盤構築の提案に加え、ＦＡシステムや特殊計測システムの設計・製造・販売及び産業用コンピュータの開

発・製造・販売を行っております。

　当第３四半期連結累計期間におきましては、主要ユーザーである自動車関連企業を中心とした企業の設備投資需要

を的確に捉えた営業活動を展開した結果、計測分野及び組込分野の売上高が計画を上回る状況で推移したことによ

り、ソリューションビジネスユニット事業の売上高は131億３百万円（前年同四半期比13.1％増）、営業利益は７億

27百万円（前年同四半期比37.6％増）となりました。
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（２）財政状態の分析

（資産）

　資産合計は、前連結会計年度末に比べて40億37百万円増加し564億８百万円となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて38億64百万円増加し516億34百万円となりました。これは主に、現金及び

預金が11億57百万円及び受取手形及び売掛金が５億99百万円減少しましたが、電子記録債権が２億70百万円及び商品

及び製品が49億52百万円増加したことによるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて１億73百万円増加し47億73百万円となりました。

 

（負債）

　負債合計は、前連結会計年度末に比べて25億78百万円増加し292億67百万円となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて25億45百万円増加し255億47百万円となりました。これは主に、支払手形

及び買掛金が15億65百万円及び未払法人税等が４億74百万円減少しましたが、電子記録債務が10億74百万円及び短期

借入金が38億83百万円増加したことによるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて33百万円増加し37億20百万円となりました。

 

（純資産）

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて14億58百万円増加し271億40百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は48.1％（前連結会計年度末は49.0％）となりました。

 

（３）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

 

（５）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、76百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（６）生産、受注及び販売実績

　当第３四半期連結累計期間において、生産実績が著しく増加しております。

　これは主に、デバイスビジネスユニット事業において、ソフトウェア開発案件が増加し、ソリューションビジネス

ユニット事業において、自社製品組込案件や計測システム案件の増加があったことなどによるものであります。

　当第３四半期連結累計期間における生産実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

デバイスビジネスユニット事業 1,691 +75.6

ソリューションビジネスユニット事業 3,333 +27.8

計 5,025 +40.7

（注）１　金額は、販売価格によっております。

　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類

第３四半期
会計期間末現在
発行数（株）

（平成29年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成30年２月５日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式

（注）１
8,351,600 8,518,000

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数は

100株であります。

計 8,351,600 8,518,000 － －

（注）１　行使価額修正条項付新株予約権を発行しております。

２　「提出日現在発行数」欄には、平成30年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　当第３四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成29年11月27日

新株予約権の数（個） 7,000

新株予約権のうち自己新

株予約権の数（個）
－

新株予約権の目的となる

株式の種類
普通株式

新株予約権の目的となる

株式の数（株）

１　本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は当社普通株式700,000株とする

（交付株式数は、100株とする。）。ただし、本欄第２項乃至第５項により交付株

式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である普通株式の総数も調整後

交付株式数に応じて調整されるものとする。

２　本新株予約権の発行後、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(2)号

に掲げる各事由が発生し、当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更

を生じる可能性がある場合は、交付株式数は次の算式により調整される。なお、

かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、同項に定める調整前

行使価額及び調整後行使価額とする。

調整後交付株式数 ＝
調整前交付株式数 × 調整前行使価額

調整後行使価額

３　本欄第２項の調整は当該時点において未行使の本新株予約権にかかる交付株式数

についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるもの

とする。

４　調整後の交付株式数の適用日は、当該調整事由にかかる別記「新株予約権の行使

時の払込金額」欄第３項第(2)号及び第(4)号による行使価額の調整に関し、各号

に定める調整後の行使価額を適用する日と同日とする。

５　交付株式数の調整を行うときは、当社は、調整後の交付株式数の適用開始日の前

日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前

交付株式数、調整後交付株式数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通

知する。ただし、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(2)号④に定

める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合に

は、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使時の払

込金額（円）

１　本新株予約権の行使に際して払込むべき金額

(1）各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使

価額に交付株式数を乗じた額とする。

(2）行使価額は、当初金3,850円とする。ただし、行使価額は本欄第２項又は第３項

に従い、修正又は調整されることがある。

２　行使価額の修正

(1）本新株予約権の発行後、行使価額は、時価算定日の修正後行使価額に修正さ

れ、修正後行使価額は決定日以降これを適用する。ただし、本項に定める修正

後行使価額の算出において、かかる算出の結果得られた金額が金2,100円（以下

「下限行使価額」という。ただし、本欄第３項による調整を受ける。）を下回

る場合には、修正後行使価額は下限行使価額とする。

(2）本新株予約権の行使にあたって上記修正が行われる場合には、当社は、かかる

行使の際に、当該本新株予約権者に対し、修正後行使価額を通知する。

３　行使価額の調整

(1）当社は、本新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由が発生し、当社の

発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、

次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）により行使価額を調整す

る。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

既発行

普通株式数
＋

新発行・処分普通株式数 × １株当たり払込金額

時価

既発行普通株式数 ＋ 新発行・処分普通株式数
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(2）行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整

後の行使価額の適用時期については、次に定めるところによる。

①　本項第(3)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付

する場合（ただし、当社の発行した取得条項付株式、取得請求権付株式若

しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに交付する場合又は当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券

若しくは権利の転換、交換若しくは行使による場合を除く。）

調整後の行使価額は、払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、当社株主

に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は当該基準日の翌

日以降、これを適用する。

②　当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当て（以下総称して

「株式分割等」という。）をする場合

調整後の行使価額は、当該株式分割等により株式を取得する株主を定める

ための基準日又は株主確定日（基準日又は株主確定日を定めない場合は、

効力発生日）の翌日以降これを適用する。

③　本項第(3)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付と引

換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権

利）又は当社普通株式の交付を受けることができる新株予約権の交付と引

換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権

利）又は行使することにより当社普通株式の交付を受けることができる新

株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する場合

（なお、新株予約権無償割当ての場合（新株予約権付社債を無償で割当て

る場合を含む。）は、新株予約権を無償で発行したものとして本③を適用

する。）

調整後の行使価額は、発行される証券（権利）又は新株予約権（新株予約

権の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることがで

きる証券（権利）に関して交付の対象となる新株予約権を含む。）の全て

が当初の行使価額で取得され又は当初の行使価額で行使されたものとみな

して行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該証券（権利）又は

新株予約権の払込期日又は払込期間の末日の翌日（当該募集において株主

に割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるた

めの基準日又は株主確定日（基準日又は株主確定日を定めない場合は、そ

の効力発生日）の翌日）以降これを適用する。

ただし、本③に定める証券（権利）又は新株予約権の発行が買収防衛を目

的とする発行である場合において、当社がその旨を公表のうえ本新株予約

権者に通知し、本新株予約権者が同意したときは、調整後の行使価額は、

当該証券（権利）又は新株予約権（新株予約権の交付と引換えに取得され

る証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）に関して交

付の対象となる新株予約権を含む。）の全てについてその要項上取得の請

求、取得条項に基づく取得又は行使が可能となる日（以下「転換・行使開

始日」という。）において取得の請求、取得条項による取得又は行使によ

り当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算

出するものとし、転換・行使開始日の翌日以降これを適用する。

④　本号①乃至③の場合において、基準日又は株主確定日が設定され、且つ効

力の発生が当該基準日又は株主確定日以降の株主総会、取締役会、その他

当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわら

ず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用す

る。この場合において、当該基準日又は株主確定日の翌日から当該承認が

あった日までの期間内に本新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に

対しては、次の算式により算出される株式数の当社普通株式を追加交付す

る。

株式数 ＝
（調整前行使価額－調整後行使価額） ×

調整前行使価額により

当該期間内に交付された株式数

調整後行使価額

この場合に１株未満の端数が生じたときはこれを切捨て、現金による調整

は行わない。
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(3）①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数

第２位を切り捨てる。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日に先立

つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の東京証券取

引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位

を切り捨てる。

③　行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、当該募集において株主に

株式の割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定め

るための基準日又は株主確定日、また、それ以外の場合は、調整後の行使

価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、

当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。ま

た、本項第(2)号②の株式分割の場合には、行使価額調整式で使用する新発

行・処分普通株式数は、基準日又は株主確定日において当社が有する当社

普通株式に割当てられる当社普通株式数を含まないものとする。

④　行使価額調整式により算出された行使価額と調整前行使価額との差額が１

円未満にとどまるときは、行使価額の調整は行わないこととする。ただ

し、次に行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使価額を算出する場

合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額から

この差額を差引いた額を使用するものとする。

(4）本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に

は、当社は、必要な行使価額の調整を行う。

①　株式の併合、合併、会社分割又は株式交換のために行使価額の調整を必要

とするとき（ただし、別記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条

件」欄第２項に定める場合を除く。）。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発

生により行使価額の調整を必要とするとき。

③　行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づ

く調整後の行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由に

よる影響を考慮する必要があるとき。

(5）本項第(2)号の規定にかかわらず、時価算定日が、振替機関（「(1）募集の条

件」注３．に定める振替機関をいう。以下同じ。）の定める新株予約権行使請

求を取り次がない日の初日より前である場合に限り、本項第(2)号に基づく行使

価額の調整を行うものとする。ただし、下限行使価額については、常にかかる

調整を行うものとする。

(6）本項第(1)号乃至第(5)号により行使価額の調整を行うとき（下限行使価額が調

整されるときを含む。）は、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその

事由、調整前の行使価額（下限行使価額を含む。以下本号において同じ。）、

調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を本新株予約権者に通知

する。ただし、適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないとき

は、適用の日以降すみやかにこれを行う。

新株予約権の行使期間
自 平成29年12月15日

至 平成31年12月30日

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組

入額（円）

１　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に

係る各本新株予約権の行使に際して払込むべき金額に、行使請求に係る各本新株

予約権の発行価額を加えた額を、当該行使請求の時点において有効な発行株式数

で除した額とする。

２　本新株予約権の行使により普通株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準

備金

本新株予約権の行使により普通株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会

社計算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を

乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合はその端数を切上げた

額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金

の額を減じた額とする。
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新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関す

る事項

当社の事前の同意がない限り、本新株予約権を当社以外の第三者に譲渡することは

できない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新

株予約権の交付に関する

事項

－

 （注）本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権であります。当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等

の特質等は以下のとおりであります。

(1）株価の上昇又は下落により行使価額が修正された場合には、本新株予約権による資金調達の額は増加又

は減少する。

(2）行使価額の修正の基準及び頻度

① 修正の基準：本新株予約権の行使価額は、本新株予約権者による本新株予約権の各行使請求の効力発

生日（以下「決定日」という。）に、決定日の前取引日（ただし、決定日の前取引日に当社普通株式

の普通取引の終日の売買高加重平均価格（以下「ＶＷＡＰ」という。）のない場合には、その直前の

ＶＷＡＰのある取引日とする。以下「時価算定日」という。）の株式会社東京証券取引所（以下「東

京証券取引所」という。）における当社普通株式の普通取引のＶＷＡＰの91％に相当する金額（円位

未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切上げる。以下「修正後行使価額」という。）に修正さ

れ、修正後行使価額は決定日以降これを適用する。ただし、本項に定める修正後行使価額の算出にお

いて、かかる算出の結果得られた金額が下限行使価額を下回る場合には、修正後行使価額は下限行使

価額とする。

② 修正の頻度：本新株予約権者による本新株予約権の行使の都度、上記のとおり修正される。

(3）行使価額の下限及び新株予約権の目的となる株式の数の上限

① 行使価額の下限 当初金2,100円（ただし、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項による

調整を受ける。）

② 新株予約権の目的となる株式の数の上限

本新株予約権の目的となる普通株式の総数は700,000株（平成29年９月30日現在の総議決権数81,210

個に対する割合は8.62％）、交付株式数は100株で確定している（ただし、別記「新株予約権の目的

となる株式の数」欄に記載のとおり、調整されることがある。）。

(4）本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部又は一部の取得を可能とする条項が設けられ

ている。

(5）本新株予約権には、20連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値が本

欄第４項に記載の行使価額の下限を下回った場合、当社が本新株予約権１個当たり金1,247円にて、残

存する本新株予約権の全部を取得する義務を負うとする条項が設けられている。

(6）権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

今回の資金調達は、当社が割当先に対し、行使期間を約２年間とする行使価額修正条項付新株予約権

（行使価額の修正条項の内容は、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項に記載のとおり。）

を第三者割当の方法によって割当て、割当先による本新株予約権の行使に伴って当社の資本が増加する

仕組みとなっています。

当社は割当先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後に本新株予約権買取契約及び以下の

内容を含んだ本ファシリティ契約を締結しております。

［本ファシリティ契約の内容］

当社は、本新株予約権買取契約の締結と同時に当社と割当先との間において本ファシリティ契約を締

結しております。本ファシリティ契約は、当社と割当先との間において、本新株予約権の行使プロセ

ス等について取り決めるものであり、以下のとおり、ファシリティ特約期間中は原則として当社が行

使要請を行った場合に限り本新株予約権の行使を可能とすること、割当先は当社の要請に従い本新株

予約権を行使するよう最大限努力すること等を規定するものです。

①　割当先は、平成29年12月15日から平成31年９月30日までの期間（以下「ファシリティ特約期間」

という。）においては、本新株予約権の発行要項に定める本新株予約権の行使期間内であって

も、本ファシリティ契約の規定に従って行使する場合のほかは本新株予約権を行使しないことに

同意します。ただし、当社の発行する株式、新株予約権又は新株予約権付社債に対して公開買付

けの公告がなされた時から、当該公開買付けが終了した時又は中止されることが公表された時ま

での間においてはこの限りではありません。

②　当社は、ファシリティ特約期間において、本ファシリティ契約の規定に従い、随時、何回でも、

割当先に対して本新株予約権の行使を要請する期間（以下「行使要請期間」という。）及び行使
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要請期間中に割当先に対して行使を要請する本新株予約権の個数（以下「行使要請個数」とい

う。）を定めることができます。

③　当社は、行使要請期間及び行使要請個数を定めたときは、行使要請期間の初日の前取引日まで

に、割当先に対して通知（以下「行使要請通知」という。）を行います。なお、当社は、行使要

請通知を行った場合、その都度プレスリリースを行います。

④　当社は、当社に重要事実等が生じた場合には、かかる事実等について公表がされた後でなけれ

ば、行使要請通知を行うことができません。

⑤　当社が行使要請通知を行った場合、割当先は、行使要請通知に定める行使要請期間中において、

行使要請個数の全てにつき、本新株予約権を行使するよう最大限努力します。ただし、割当先

は、本新株予約権を行使する義務は負いません。

⑥　１回の行使要請通知に定める行使要請期間は、20取引日以上の期間です。

⑦　１回の行使要請通知に定める行使要請個数は、100個以上、7,000個以内の範囲です。

⑧　当社は、割当先に対し、撤回通知を交付することにより、その時点で未行使の行使要請個数のあ

る行使要請通知を撤回することができます。ただし、行使要請通知に係る残存行使要請期間（撤

回通知が行われた日（当日を含む。）から当該行使要請通知に係る行使要請期間終了日までの期

間をいう。）が３取引日未満である場合を除きます。なお、当社は、撤回通知を行った場合、そ

の都度プレスリリースを行います。

⑨　約２年間の行使期間のうち最後の３か月間は、自由裁量期間となり、割当先は自社の裁量で自由

に行使することが可能となります。

当社は、割当先との間で、本新株予約権の行使により取得することとなる当社普通株式の数量の範囲内

で行う当社普通株式の売付け等以外の本案件に関わる空売りを目的として、当社普通株式の借株を行わ

ない旨の合意をしております。

当社は、割当先との間で、本新株予約権の発行を除き、本新株予約権買取契約の締結日以降、残存する

本新株予約権の全てが行使された日、当社が本新株予約権の発行要項に基づき残存する本新株予約権の

全部を取得し、これを消却し、かつ、本新株予約権１個当たり金1,247円の支払を完了した日、割当先

が残存する本新株予約権の全部を他の者に譲渡した日又は平成31年12月30日のいずれか先に到来する日

までの間、割当先の事前の書面による承諾を受けることなく、当社の株式及び当社の株式を取得する権

利あるいは義務を有する有価証券（新株予約権、新株予約権付社債及び取得対価を当社の株式とする取

得請求権又は取得条項の付された株式を含むがこれらに限られない。）の発行又は売却（ただし、ス

トックオプションに関わる発行、株式分割、新株予約権若しくは取得請求権の行使又は取得条項の発動

によるものを除く。）を行わないこと、並びに上記の発行又は売却を実施することにかかる公表を行わ

ないことに合意しております。

(7）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当事項はありません。

(8）当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と会社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

割当先と萩原智昭氏の間で株券貸借取引契約の締結をしております。

(9）その他投資者の保護を図るため必要な事項

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　当第３四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債等に係る新株予約権が次のとおり行使さ

れております。

 
第３四半期会計期間

（平成29年10月１日から
平成29年12月31日まで）

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株

予約権付社債券等の数（個）
336

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 33,600

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 3,134.6

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額（百万円） 105

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行使価額修

正条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）
336

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）
33,600

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）
3,134.6

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等に係る累計の資金調達額（百万円）
105

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
33,600 8,351,600 52 3,353 52 2,128

（注）１　新株予約権の行使による増加であります。

２　平成30年１月１日から平成30年１月31日までの間に新株予約権の行使により、発行済株式総数が166,400

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ283百万円増加しております。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　 192,600
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　 8,121,000 81,210 －

単元未満株式 普通株式　　　　 4,400 － －

発行済株式総数 8,318,000 － －

総株主の議決権 － 81,210 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式86株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

（自己保有株式）

萩原電気株式会社

名古屋市東区東桜

二丁目２番１号
192,600 － 192,600 2.32

計 － 192,600 － 192,600 2.32

（注）　自己株式は、全て当社名義となっており、実質的に所有しております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,445 4,288

受取手形及び売掛金 27,801 ※１ 27,202

電子記録債権 2,127 2,398

商品及び製品 10,977 15,930

仕掛品 349 525

原材料及び貯蔵品 176 255

その他 897 1,038

貸倒引当金 △5 △3

流動資産合計 47,769 51,634

固定資産   

有形固定資産 2,645 2,602

無形固定資産 107 98

投資その他の資産   

その他 1,847 2,073

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,847 2,073

固定資産合計 4,600 4,773

資産合計 52,370 56,408

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,884 ※１ 11,318

電子記録債務 1,731 2,805

短期借入金 4,508 8,392

1年内返済予定の長期借入金 1,320 1,437

未払法人税等 639 165

受注損失引当金 0 17

その他 1,917 1,410

流動負債合計 23,002 25,547

固定負債   

長期借入金 3,243 3,250

退職給付に係る負債 191 139

その他 250 330

固定負債合計 3,686 3,720

負債合計 26,688 29,267

 

EDINET提出書類

萩原電気株式会社(E02828)

四半期報告書

14/23



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,301 3,353

資本剰余金 3,792 3,845

利益剰余金 18,527 19,706

自己株式 △354 △354

株主資本合計 25,267 26,551

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 282 437

為替換算調整勘定 242 246

退職給付に係る調整累計額 △110 △102

その他の包括利益累計額合計 413 580

新株予約権 － 8

純資産合計 25,681 27,140

負債純資産合計 52,370 56,408
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 72,918 81,030

売上原価 66,141 73,161

売上総利益 6,777 7,869

販売費及び一般管理費 4,788 5,156

営業利益 1,989 2,712

営業外収益   

受取利息 5 4

受取配当金 13 15

為替差益 23 21

保険解約返戻金 － 30

関税還付金 15 －

その他 24 33

営業外収益合計 81 106

営業外費用   

支払利息 31 30

売上債権売却損 23 37

その他 5 7

営業外費用合計 60 74

経常利益 2,010 2,744

特別利益   

固定資産売却益 120 0

資産除去債務戻入益 4 －

子会社清算益 － 7

特別利益合計 124 7

特別損失   

固定資産処分損 0 1

減損損失 9 －

特別損失合計 9 1

税金等調整前四半期純利益 2,124 2,749

法人税等 748 880

四半期純利益 1,375 1,869

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,375 1,869
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 1,375 1,869

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 116 155

為替換算調整勘定 △244 4

退職給付に係る調整額 0 7

その他の包括利益合計 △127 166

四半期包括利益 1,248 2,036

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,248 2,036
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、新たに設立した萩原電気デバイス分割準備株式会社及び萩原電気ソリューション

分割準備株式会社を連結の範囲に含めております。

　また、当第３四半期連結会計期間において、萩原電気貿易（上海）有限公司は清算したため、連結の範囲から除

外しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

　なお、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －百万円 21百万円

支払手形 －百万円 87百万円

 

２　当社は、機動的かつ安定的な資金調達枠の確保のため取引銀行３行とコミットメントライン契約を締結しており

ます。これらの契約に基づく四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

コミットメントラインの総額 4,000百万円 4,000百万円

借入実行残高 －百万円 －百万円

差引額 4,000百万円 4,000百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

減価償却費 133百万円 128百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

　　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 290 35.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月７日

取締役会
普通株式 284 35.00 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

　　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月12日

取締役会
普通株式 365 45.00 平成29年３月31日 平成29年６月12日 利益剰余金

平成29年11月６日

取締役会
普通株式 325 40.00 平成29年９月30日 平成29年12月８日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 

デバイス
ビジネス
ユニット事業

ソリューション
ビジネス
ユニット事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 61,328 11,589 72,918 － 72,918

セグメント間の内部売上高

又は振替高
60 16 77 △77 －

計 61,389 11,606 72,995 △77 72,918

セグメント利益 2,492 528 3,021 △1,031 1,989

（注）１　セグメント利益の調整額△1,031百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 

デバイス
ビジネス
ユニット事業

ソリューション
ビジネス
ユニット事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 67,927 13,103 81,030 － 81,030

セグメント間の内部売上高

又は振替高
76 14 90 △90 －

計 68,003 13,118 81,121 △90 81,030

セグメント利益 3,148 727 3,875 △1,162 2,712

（注）１　セグメント利益の調整額△1,162百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 168円15銭 230円07銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
1,375 1,869

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
1,375 1,869

普通株式の期中平均株式数（株） 8,183,032 8,126,481

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 229円96銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百

万円）
－ －

普通株式増加数（株） － 3,805

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

（注）　前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　第61期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当については、平成29年11月６日開催の取締役会に

おいて、平成29年９月30日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

①　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　 325百万円

②　１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　　　40円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成29年12月８日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

萩原電気株式会社(E02828)

四半期報告書

22/23



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月５日

萩原電気株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柏　　木　　勝　　広

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大　　橋　　敦　　司

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている萩原電気株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、萩原電気株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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